
パソコン・スマートフォン・ 
タブレット端末からも
ご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/8252/

第85回 定時株主総会

招集ご通知

証券コード:8252

2021年6月25日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

開催日時

開催場所
株式会社丸井グループ本社3階
東京都中野区中野4丁目3番2号

株主総会の模様をライブ配信によりご視聴いただけます
ので、株主総会へのご来場をお控えいただき郵送または
インターネットによる事前の議決権行使にご協力いた
だきますよう、お願い申しあげます。

※ライブ配信に関する詳細は５頁から６頁をご参照
ください

議決権行使書返送期限
2021年6月24日（木曜日） 午後7時まで

【新型コロナウイルス感染拡大防止に関するお願い】



代表取締役社長
代表執行役員
CEO

株主のみなさまへ

日頃より丸井グループをご愛顧、ご支持
いただき心から感謝申しあげます。

また、新型コロナウイルスの影響を受け
られた方々に心よりお見舞い申しあげると
ともに、医療関係者をはじめ、感染拡大防
止にご尽力されている方々に心より感謝申
しあげます。

当社グループは1931年の創業以来、「信
用はお客さまと共につくるもの」という共
創精神のもと、時代やお客さまの変化にあ
わせて、小売と金融が一体となった独自の
ビジネスモデルを進化させ続けてまいりま
した。

本年度よりスタートさせる５ヵ年の新中期
経営計画では小売、フィンテックに未来投資
を加えた新たな三位一体のビジネスモデルを
推進し、株主・投資家の皆さま、お客さま、
お取引先さま、社員、地域・社会、将来世代
といったすべてのステークホルダーの利益と
しあわせの調和による企業価値の向上をめざ
してまいります。

今後も株主の皆さまとの対話をすすめなが
ら、すべての人が「しあわせ」を感じられる
インクルーシブで豊かな社会の実現をめざし
てまいります。株主の皆さまにおかれまして
は、より一層のご支援を賜りますようお願い
申しあげます。

2021年６月

　



https://s.srdb.jp/8252/

「第85回定時株主総会招
集ご通知」の主な内容を、
パソコン・スマートフォンで
ご覧いただけます。
　下記のURLまたはQR
コードよりアクセスいただ
きご覧ください。
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証券コード 8252
2021年６月１日

株 主 各 位

1

東京都中野区中野４丁目３番２号

代表取締役社長 青井 浩
　

第85回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、第85回定時株主総会を右記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　書面または電磁的方法により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主

総会参考書類をご検討のうえ、2021年６月24日（木曜日）午後７時までに議決権を行使くださ

いますようお願い申しあげます。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会当日のご来場をお控えいただきますよう

お願い申しあげます。
敬 具

お知らせ
● 次に掲げる事項につきましては、法令および当社定款第16条の規定にもとづき、当社ホームページ
（https://www.0101maruigroup.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載
　しておりません。

①連結計算書類の連結株主資本等変動計算書および連結注記表
②計算書類の株主資本等変動計算書および個別注記表

● 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に記載すべき事項を修正する必要が
　 生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（https://www.0101maruigroup.co.jp）に掲載

いたしますのでご了承ください。
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１. 日 時： 2021年６月25日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

２. 場 所：東京都中野区中野４丁目３番２号
株式会社丸井グループ本社３階

３. 目的事項：
　

報告事項

１．第85期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）に関する事業報告の
内容、連結計算書類ならびに計算書類の内容報告の件

２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
　

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件
以 上

＜ご案内＞
本年は株主総会の模様をライブ配信いたします。当日の会場撮影はご出席株主さまのプライバシーに配
慮いたしますが、やむを得ずご出席株主さまが映り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承
ください。

　



　
　
議決権行使方法についてのご案内

3

見本

こちらを切り取って
ご返送ください

インターネットによる議
決権の行使に必要とな
るQ Rコード、ログインID
とパスワードが記載され
ています

XXXX-XXXX-XXXX-XXXXXXXXX

XXX-XXXX　XXXXXXXXXXXXX
XXX

X　X　　　X

株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。後記の株主総会参考書類（７ページ～16ページ）
をご検討のうえ、議決権のご行使をお願い申しあげます。
議決権の行使には以下の３つの方法がございます。
　
郵送による議決権の行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着するようご返送
ください。
行使期限：2021年６月24日（木曜日）午後７時到着分まで

　

インターネットによる議決権の行使の場合
次ページの画面の案内に従って、行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。
行使期限：2021年６月24日（木曜日）午後７時まで

機関投資家の皆さまへ 当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、議決権行使プラット
フォーム（いわゆる東証プラットフォーム）をご利用いただけます。

　
株主総会にご出席いただく場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
日 時：2021年６月25日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
場 所：株式会社丸井グループ本社３階
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インターネットによる議決権行使について

ＱＲコードを読み取る方法

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください

ログインID・仮パスワードを入力する方法

「ログインID」、「仮パスワード」を入力することなく、議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

※ スマートフォンの機種により「QRコード」でのログインができない場
合があります。

議決権行使書用紙に記載の「QRコード」を読み取ってく
ださい。1

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

https://evote.tr.mufg.jp/議決権行使
ウェブサイト

1

QRコードを用いたログインは１回に限り可能です。
再ログインする場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を行使する場
合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力する方法」をご確認ください。

議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇

株主総会日

御中 基準日現在のご所有株式数 XX個

XX株議 　 決 　 権 　 の 　 数

ログイン ID
ログイン用QRコード

ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸＸ-ＸＸＸ
仮パスワード
ＸＸＸＸＸ

1.
2.

議決権の数
ＸＸ個

ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日

見本 見本

新しいパスワードを登録してください。

「新しいパスワード」
を入力

「送信」をクリック

3

お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された「ロ
グインID」および「仮パスワード」を入力し、「ログイン」
をクリックしてください。

※パソコンで表示した場合の画面イメー
ジの一部です。

「ログインID」および
「仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

2
株式会社丸井グループ

4

※ 郵送とインターネットにより、議決権を重複して行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取扱わ
せていただきます。

※ インターネットによって、複数回数、議決権を行使された場合は、最後におこなわれたものを有効な議決権行使として取扱わせて
いただきます。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場合があります。
※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主さまのご負担となります。
※ 次回の株主総会から招集ご通知を電子メールで受領することができますので、パソコンまたはスマートフォンから議決権行使サイ

トでお手続きください（携帯電話のメールアドレスを指定することはできません。）。
　

システム等に関するお問い合せ ・　
　

インターネットによる議決権行使でパソコン、スマートフォン
または携帯電話の操作方法がご不明な場合は、右記にお問い合
せください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 (ヘルプデスク)
　

(通話料無料)
受付時間 午前９時から午後９時まで

　



　
　
インターネットによるライブ配信のご案内

5

議決権行使書イメージ
「ID＝株主番号」と「パスワード＝郵便番号」は議決権行使書に記載されております。

ご登録住所の「郵便番号」について

※議決権行使書を投函される場合は、その前に必ずお手元に「株主番号」をお控えください。

ID＝株主番号

パスワード＝郵便番号

（8桁ハイフン無し） ・直近 3 月 31 日時点のご本人登録住所の郵
便番号をご入力ください。

・非居住者の方につきまして、常任代理人のご
指定がある場合は、当該代理人の郵便番号
をご入力ください。

株主総会の模様をご自宅等からご覧いただけるよう、株主さま向けにインターネットによる
ライブ配信を行います。

１ 配信日時

2021年６月25日（金） 午前10時～株主総会終了時刻まで

※開始時間30分前の午前9時30分頃よりアクセスいただけます。

２ 視聴方法
（１）パソコンまたはスマートフォン等より以下のURLを直接ご入力いただくか、QRコードを読み込むか

の方法により視聴用ウェブサイトへのアクセスをお願いいたします。

視聴用ウェブサイトURL https://8252.v-virtual-mtg.jp

（２）視聴用ウェブサイトアクセス後、画面の案内に従い、以下のIDおよびパスワードのご入力をお願いい
たします。

ID ▶ 議決権行使書に記載されている「株主番号」（数字８桁ハイフン無し）
パスワード ▶ ご登録住所の「郵便番号」（数字７桁、ハイフン無し）
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３ ご質問の受付について

株主総会開始後、議長が受付の終了をご案内するまで、ライブ配信ページ内のチャット機能よりご質問を
受け付けいたします。このご質問は会社法第314条にもとづく、ご出席株主さまによる質問権の行使とし
てのご質問とは異なりますが、受け付けたご質問のうち株主の皆さまのご関心が特に高いと判断したもの
につきましては、株主総会当日または後日当社ホームページにて、ご回答させていただく場合がございま
す。

４ ご注意事項

・インターネットによるライブ配信で株主総会をご覧いただく場合、会社法上の株主総会への出席とはなら
ず、当日の議決権行使はできません。ご視聴いただく場合は事前に郵送またはインターネットにより議
決権行使をお願いいたします。

・ご使用のパソコン環境やインターネットの接続環境により、映像や音声に不具合が生じる場合がございま
すのであらかじめご了承ください。

・ご視聴いただくための通信料金等は、株主さまのご負担となります。

・ライブ配信の撮影・録画・録音・保存およびSNS等での公開等はご遠慮ください。

・ご視聴は、株主さまご本人のみに限定させていただきます。

・ID（株主番号）およびパスワードの第三者への提供は固くお断りいたします。

・やむを得ない事情により、ライブ配信をおこなうことができなくなる可能性がございます。その場合は、
当社ホームページ(https://www.0101maruigroup.co.jp)にてお知らせいたします。

ログインに関する
お問い合せ先

三菱UFJ信託銀行株式会社
０１２０－１９１－０６０（通話料無料）

2021年６月25日（株主総会当日）
午前９時～株主総会終了まで

　



株主総会参考書類

7

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
当社グループは、株主の皆さまへの利益還元を重要な経営課題と位置づけ、長期・継続的な増配をめざしてまい
ります。
当期の期末配当は、1株につき26円とさせていただきたいと存じます。これにより、当期の年間配当金は、先に
実施いたしました中間配当金25円を含め、前期に比べ１円増配の１株につき51円となり、９期連続の増配とな
ります。
　
期末配当に関する事項

（1）配当財産の種類
金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金26円 総額 5,588,864,372 円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2021年６月28日
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第２号議案 取締役６名選任の件
現任取締役８名は本総会終結の時をもって全員が任期満了となります。
また、取締役田口義隆、室井雅博、中村正雄、青木正久および伊藤優子の各氏は、本総会終結の時をもって退任
されます。
つきましては、取締役８名を６名に減員し、３名の新任取締役候補者を含めた取締役６名の選任をお願いいたし
たいと存じます。この候補者６名が選任されると、独立社外取締役比率が50％となり取締役会の透明性が高まる
とともに、新たな専門性を持ったメンバーが加わり、よりステークホルダー視点を活かす経営体制を実現するこ
とができます。取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号 氏 名 当社における地位および担当 取締役会出席状況

１ 青井 浩 再任
代表取締役社長
代表執行役員
CEO

　 ９回中９回
　 100％

２ 岡島 悦子 再任
社外取締役候補者
独立役員候補者

社外取締役 　 ９回中９回
　 100％

３ 中神 康議 新任
社外取締役候補者
独立役員候補者

社外取締役 　 ―

４ ピーター Ｄ．ピーダーセン 新任
社外取締役候補者
独立役員候補者

社外取締役 　 ―

５ 加藤 浩嗣 再任
取締役常務執行役員
CFO、IR・財務・
サステナビリティ・ESG推進担当

　 ９回中９回
　 100％

６ 小島 玲子 新任
執行役員
CWO
ウェルネス推進部長

　 ―

（注） 当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下「D＆O保険」という）契約を
保険会社との間で締結しており、これにより取締役・監査役等が業務に起因して損害賠償責任を負った
場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く）等を補填するこ
ととしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しております。各候補者が取締役に
選任され就任した場合には、いずれの取締役もD＆O保険の被保険者となる予定であります。また、当社
は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新することを予定しております。
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候補者
番 号

1

あお い ひろし

青 井 浩 再任

■ 生年月日 1961年１月17日生

■ 所有する当社株式の数 1,554,700株

■ 取締役会への出席状況（2020年度） ９／９回（100％）

■取締役候補者とした理由

2005年から代表取締役社長を務めており、取締役会議長として取締役会を適正に運営するとともに、経営
の重要な意思決定および業務執行に対する監督機能を適切に果たしております。経営者として豊富な経験・知
見を有しており、代表執行役員としてもグループの経営全般を管掌し適切に職務を遂行していることから、当
社の中長期的な企業価値向上に向けて十分な役割を果たすことができると判断したため、取締役候補者といた
しました。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1986 年７月 当社入社
1991 年４月 当社取締役 営業企画本部長
1995 年４月 当社常務取締役 営業本部副本部長兼営業企画部長
2001 年１月 当社常務取締役 営業本部長
2004 年６月 当社代表取締役 副社長
2005 年４月 当社代表取締役社長
2006 年10月 当社代表取締役社長 代表執行役員
2019 年４月 当社代表取締役社長 代表執行役員 CEO（現任）

（注） 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

2

おか じま えつ こ

岡 島 悦 子
再任

社外取締役候補者
独立役員候補者

■ 生年月日 1966年５月16日生
■ 所有する当社株式の数 ０株
■ 取締役会への出席状況（2020年度） ９／９回（100％）
■ 取締役在任年数
　（本定時株主総会終結時） ７年

■社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

　会社経営に加え、ダイバーシティ、次世代リーダーの育成に関する豊富な経験・知識を有しており、この
ような視点および独立した客観的な立場から質問・助言およびご意見をいただくなど、当社社外取締役とし
て適切に職務を遂行していただいております。このため、今後も当社の経営の監督機能の強化等に貢献して
いただけると判断したことから、社外取締役候補者といたしました。選任後は、引き続き上記の役割を果た
すことを期待しています。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1989 年４月 三菱商事株式会社入社
2001 年１月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2005 年７月 株式会社グロービス・マネジメント・バンク代表取締役社長
2007 年６月 株式会社プロノバ代表取締役社長（現任）
2014 年６月 当社社外取締役（現任）
2020 年12月 株式会社ユーグレナ取締役（現任）

（注）1. 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
　 2. 岡島悦子氏は、社外取締役候補者であり、当社は株式会社東京証券取引所に対して、同氏を独立役員

とする独立役員届出書を提出しております。
3. 岡島悦子氏の戸籍上の氏名は巳野悦子であります。
4. 当社は、岡島悦子氏との間で損害賠償責任の限度額を10百万円または法令の定める最低責任限度額の

いずれか高い額とする責任限定契約を締結しております。また、同氏の再任が承認された場合、当社
は同氏との間で責任限定契約を継続する予定であります。
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候補者
番 号

3

なか がみ やす のり

中 神 康 議
新任

社外取締役候補者
独立役員候補者

■ 生年月日 1964年３月25日生
■ 所有する当社株式の数 ０株
■ 取締役会への出席状況（2020年度） ―
■ 取締役在任年数
　（本定時株主総会終結時） ―

■社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

　経営コンサルティング会社および投資運用会社における豊富な経験で培った資本市場を意識した企業経営
に関する高い知見を有しており、当社社外取締役として独立した客観的な立場で経営全般の監督機能に貢献
していただけると判断したため、社外取締役候補者といたしました。選任後は、上記の役割を果たすことを
期待しています。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1986 年４月 アーサー・アンダーセン・アンド・カンパニー（現アクセンチュア）入社
1991 年７月 株式会社コーポレイトディレクション（CDI）入社
2005 年３月 あすかコーポレイトアドバイザリー株式会社代表取締役
2013 年10月 みさき投資株式会社代表取締役社長（現任）

（注）1. 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
2. 中神康議氏は、社外取締役候補者であり、当社は株式会社東京証券取引所に対して、同氏の選任が承

認されることを条件として、同氏を独立役員とする独立役員届出書を提出する予定であります。
3. 中神康議氏が代表取締役社長を務めるみさき投資株式会社は、当社の上位株主であるMISAKI

ENGAGEMENT MASTER FUND等の当社株式を保有する投資ファンドを運用しておりますが、当社
の「社外役員独立性基準」を満たしております。当社の「社外役員独立性基準」につきましては、後
記の「社外役員独立性基準」をご参照ください。

4. 中神康議氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、損害賠償責任の限度額を10百万円または
法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額とする責任限定契約を締結する予定であります。
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候補者
番 号

4

Peter D. Pedersen

ピーター D. ピーダーセン
新任

社外取締役候補者
独立役員候補者

■ 生年月日 1967年11月29日生
■ 所有する当社株式の数 ０株
■ 取締役会への出席状況（2020年度） ―
■ 取締役在任年数
　（本定時株主総会終結時） ―

■社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

　環境・CSRコンサルティング会社等での豊富な経験で培ったグローバルレベルのサステナビリティ経営に
関する高い知見を有しており、当社社外取締役として独立した客観的な立場で経営全般の監督機能に貢献し
ていただけると判断したため、社外取締役候補者といたしました。選任後は、上記の役割を果たすことを期
待しています。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
2000 年９月 株式会社イースクエア代表取締役社長
2015 年１月 一般社団法人NELIS 代表理事
2020 年２月 大学院大学至善館 専任教授（現任）
2020 年８月 特定非営利活動法人ネリス 代表理事（現任）

（注）1. ピーターD.ピーダーセン氏は、社外取締役候補者であり、当社は株式会社東京証券取引所に対して、
同氏の選任が承認されることを条件として、同氏を独立役員とする独立役員届出書を提出する予定で
あります。

2. ピーターD.ピーダーセン氏は、2019年１月より当社のアドバイザーとして、サステナビリティ経営へ
の提言をいただいております。また当社は同氏が代表理事を務める一般社団法人NELISおよび特定非営
利活動法人ネリスの主催する活動にも参加しております。直近の事業年度におけるアドバイザー料お
よび活動への参加費の当社の支払額はあわせて４百万円であり、当社の「社外役員独立性基準」を満
たしております。当社の「社外役員独立性基準」につきましては、後記の「社外役員独立性基準」を
ご参照ください。

3. ピーターD.ピーダーセン氏の氏名は登記上、「ピーダーセン ピーター デイヴィッド」として表記され
ます。

4. ピーターD.ピーダーセン氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、損害賠償責任の限度額を
10百万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額とする責任限定契約を締結する予定で
あります。
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候補者
番 号

5

か とう ひろ つぐ

加 藤 浩 嗣 再任

■ 生年月日 1963年７月30日生

■ 所有する当社株式の数 9,400株

■ 取締役会への出席状況（2020年度） ９／９回（100％）

■取締役候補者とした理由

　経営企画、財務、IR等の業務経験を有し、2016年からは取締役として経営の重要な意思決定および業務執
行に対する監督機能を適切に果たしております。また、常務執行役員として財務、サステナビリティ、ESG
部門を管掌し、適切に職務を遂行していることから、当社の中長期的な企業価値向上に向けて十分な役割を
果たすことができると判断したため、取締役候補者といたしました。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1987 年３月 当社入社
2013 年４月 当社経営企画部長
2015 年４月 当社執行役員 経営企画部長
2015 年10月 当社執行役員 経営企画部長兼IR部長
2016 年６月 当社取締役 上席執行役員 経営企画部長兼IR部長
2017 年10月 当社取締役 上席執行役員 CDO、IR部長兼経営企画・ESG推進担当
2019 年４月 当社取締役 常務執行役員 CFO、IR部長兼財務・投資調査・サステナビリティ・

ESG推進担当
2021 年４月 当社取締役 常務執行役員 CFO、IR・財務・サステナビリティ・ESG推進担当（現任）

（注） 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

6

こ じま れい こ

小 島 玲 子 新任

■ 生年月日 1975年９月26日生

■ 所有する当社株式の数 200株

■ 取締役会への出席状況（2020年度） ―

■取締役候補者とした理由

　医師、医学博士、産業医としての豊富な経験を有し、執行役員としてグループ全体のウェルネス部門を管
掌し、適切に職務を遂行していることから、当社の中長期的な企業価値向上に向けて十分な役割を果たすこ
とができると判断したため、取締役候補者といたしました。

■ 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
2000 年５月 古河電気工業株式会社 専属産業医
2002 年４月 横浜労災病院 心療内科外来診療医
2010 年３月 医学博士号取得
2011 年４月 当社専属産業医（現任）
2014 年４月 当社健康推進部長
2019 年４月 当社執行役員 健康推進部長
2020 年４月 当社執行役員 ウェルネス推進部長
2021 年５月 当社執行役員 CWO（Chief Well-being Officer）、ウェルネス推進部長（現任）

（注） 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
2020年６月29日開催の当社第84回定時株主総会において野崎 晃氏を補欠の監査役として選任いただいた決議
の効力は、本総会開始の時までとなります。
つきましては、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらためて補欠の監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠の監査役候補者は次のとおりであります。

の ざき あきら

野 崎 晃
補欠社外監査役候補者
独立役員候補者

■ 生年月日 1957年11月20日生

■ 所有する当社株式の数 ０株

■補欠の社外監査役候補者とした理由

　弁護士として長年培ってきた法的な専門知識と経験を当社の監査に活かしていただけると判断したため、
補欠社外監査役候補者といたしました。

■ 略歴および重要な兼職の状況
1988 年４月 弁護士登録
2015 年６月 イチカワ株式会社社外取締役（現任）
2017 年６月 株式会社J-オイルミルズ監査役（現任）

（注）1. 当社と候補者との間に特別の利害関係はありません。
2. 野崎 晃氏は、補欠の社外監査役候補者であります。当社は株式会社東京証券取引所に対して、同氏

の選任が承認され、同氏が社外監査役に就任した場合、同氏を独立役員とする独立役員届出書を提出
する予定であります。

3. 野崎 晃氏の選任が承認され、同氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で、損害賠償責
任の限度額を10百万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額とする責任限定契約を締
結する予定であります。

4. 当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下「D＆O保険」という）契約
を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役・監査役等が業務に起因して損害賠償責任を
負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く）等を補
填することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しております。野崎 晃
氏が監査役に就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定であります。また、当社は、当該保
険契約を任期途中に同様の内容で更新することを予定しております。
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社外役員独立性基準
株式会社丸井グループ（以下「当社」という）は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確
保するために、当社における社外役員（社外取締役および社外監査役をいい、その候補者を含む）の独立性基準
を以下のとおり定め、社外役員が次の項目をすべて満たす場合、当社にとって十分な独立性を有しているものと
みなします。

1．現に当社及び当社の関係会社（以下、あわせて「当社グループ」という）の業務執行者（注1）ではなく、
かつ就任前10年以内に業務執行者であったことがないこと。

2．当社グループを主要な取引先としている者（注2）、またはその業務執行者でないこと。
3．当社グループの主要な取引先（注3）、またはその業務執行者でないこと。
4．当社の議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している当社の大株主、またはその業務執

行者でないこと。
5．当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者の業務執行者でない

こと。
6．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注4）を得ているコンサルタント、公認会計

士等の会計専門家および弁護士等の法律専門家でないこと。なお、これらの者が法人・組合等の団体であ
る場合は当該団体に所属する者を含む。

7．当社グループから多額の金銭その他の財産（注4）による寄付を受けている者でないこと。なお、これら
の者が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

8．当社の会計監査人でないこと。なお、会計監査人が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する
者を含む。

9．過去５年間において、上記2~8までに該当していた者でないこと。
10．近親者（注5）が上記の2から8までのいずれか（６号及び８号を除き、重要な業務執行者（注6）に限る）

に該当する者でないこと。
11．社外役員の相互就任関係（注7）となる他の会社の業務執行者でないこと。

　
注1：「業務執行者」とは、株式会社の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、会社以外の法人・団体の理事、その

他これらに類する役職の者および会社を含む法人・団体の使用人等をいう。
注2：「当社グループを主要な取引先としている者」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

1．当社グループに対して商品またはサービスを提供している取引先グループ（直接の取引先が属する連結グループに属する
者をいう、以下 同様とする）であって、直前事業年度における当社グループへの当該取引先グループの取引額が1,000
万円以上でかつ当該取引先グループの連結売上高（連結売上収益）または総収入金額の２％を超える者。

2．当社グループが負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループの当該取引先グループ
への負債総額が1,000万円以上でかつ当該取引先グループの当該事業年度末における連結総資産の２％を超える者。

注3：「当社グループの主要な取引先」とは、次のいずれかに該当する者をいう。
1．当社グループが商品またはサービスを提供している取引先グループであって、直前事業年度における当社グループの当該

取引先グループへの取引額が1,000万円以上でかつ当社グループの連結売上収益の２％を超える者。
2．当社グループに対して負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループへの当該取引先

グループの負債総額が1,000万円以上でかつ当社グループの当該事業年度末における連結総資産の２％を超える者。
3．当社グループが借入れをしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する者をいう）であって、

直前事業年度末における当社グループの当該金融機関グループからの借入金総額が当社グループの当該事業年度末におけ
る連結総資産の２％を超える者。

注4：「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が直前事業年度において1,000万円以上のものをいう。
注5：「近親者」とは、配偶者及び二親等内の親族をいう。
注6：「重要な業務執行者」とは、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者またはそれらに準ずる権限を有する業務執行

者をいう。
注7：「社外役員の相互就任関係」とは、当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が

当社の社外役員である関係をいう。

以 上
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1．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
＜連結業績＞
　当期は、新型コロナウイルスの感染拡大への対応に
より２ヵ月近く店舗を休業したことや消費者行動の変
化などにより小売セグメントの取扱高が減少した一方
で、フィンテックセグメントの取扱高については家賃
保証やリカーリングを中心に堅調に推移し、グループ
総取扱高は２兆9,192億円（前期比1％増）となりま
した。
　営業利益は、第４四半期において、利息返還損失引
当金繰入額を194億円追加計上したことなどにより
153億円（前期比63％減）となり、12期ぶりの減益
となりました。
　また、親会社株主に帰属する当期純利益は、雇用調
整助成金収入を営業外収益に６億円、特別利益に９億
円を計上する一方で、休業した店舗の固定費などを

「感染症関連費用」として特別損失に77億円計上した

ことなどにより23億円（前期比91％減）となり、10
期ぶりの減益となりました。
　当期を最終年度とする中期経営計画は、前期まで順
調に推移していたものの、上記の結果、当社グループ
のＫＰＩであるＥＰＳ（１株当たり当期純利益）、Ｒ
ＯＥ（自己資本当期純利益率）、ＲＯＩＣ（投下資本
利益率）はすべて計画未達成となりました。
　当社グループの収益構造はこれまでのビジネスモデ
ルの転換にともない、店舗の不動産賃貸収入やカード
手数料をはじめとする「リカーリングレベニュー（継
続的収入）」が拡大し、売上・利益に占める構成が大
きくなりました。
　お客さま・お取引先さまとの契約にもとづく継続的
収入であるリカーリングレベニューからは、翌期以降
の将来収益を「成約済み繰延収益」としてとらえるこ
とが可能であり、収益の安定性を測る指標として使用

■2021年３月期連結業績

2020年３月期 2021年３月期 前 期 比 前 期 差
ＥＰＳ （円） 117.6 10.9 9％ △106.7
ＲＯＥ （％） 8.8 0.8 - △8.0
ＲＯＩＣ （％） 3.7 1.4 - △2.3
　

兆 億円 兆 億円 ％ 億円
グループ総取扱高 2 9,037 2 9,192 101 +155
売上収益 2,476 2,208 89 △267
売上総利益 1,957 1,783 91 △173
販売費及び一般管理費 1,537 1,630 106 ＋93
営業利益 419 153 37 △266
経常利益 404 146 36 △258
親会社株主に帰属する当期純利益 254 23 9 △231
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営業利益増減の内訳

20年３月 21年３月

小売

特殊要因除き
＋20億円（前年比＋5％）

特殊要因
△286億円

フィンテック 利息返還

コロナ影響※
419億円

△187億円

小売
△73億円
フィンテック
△26億円

△12億円

※コロナ影響：当期が、前期のコロナ前（2019年４月～2020年２月）の基調で推移したと仮定した場合との差

153億円

△99億円

＋32億円 439億円

できます。これらは、ＬＴＶ（生涯利益）を重視した
当社グループの長期視点の経営において重要な要素で
あると考えています。
　当期のリカーリングレベニュー（売上総利益ベー
ス）は1,236億円（前期比６％減）となり、売上総利
益に占める割合は67.7％（前期差2.4％増）まで高ま
りました。
　当期末の成約済み繰延収益は3,340億円（前期比５
％減）となり、当期の売上総利益の約1.8倍の将来収
益が見込まれます。

＜新型コロナウイルスの感染拡大への対応と影響およ
び営業利益増減の主な特殊要因＞
　マルイ・モディ店舗においては、新型コロナウイル
スの感染拡大に対応し、お客さま、お取引先さま、社
員の健康と安全を最優先に考え感染拡大を防止するた
め、2020年４月から５月の緊急事態宣言期間中は食
料品売場および一部テナントを除き全店舗を休業しま
した。

　この未曾有の危機を店舗に出店しているお取引先さ
まと共に乗り越えるため、休業期間中の家賃・共益費
の免除などの施策を実施しました。これにより売上収
益が42億円減少しています。店舗休業中の固定費に
ついては、小売セグメントで67億円、フィンテック
セグメントで５億円を特別損失に振替えています。
　上記に加えて、小売セグメントでは定借変動収入や
商品荒利の減少などにより、営業利益が推定で約73
億円減少し、フィンテックセグメントではカードキャ
ッシングの取扱高が減少したことなどにより、営業利
益が約26億円減少しました。
　またカードキャッシングの利息返還に備えるため、
利息返還損失引当金繰入額232億円（前年差187億円
増）を計上したことにより、営業利益が187億円減少
しました。
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＜小売セグメント＞
　ショッピングセンター（ＳＣ）型店舗への転換によ
る収益改善および利益の安定化に続く新たな戦略とし
て、モノを売る店から体験価値を提供する店への転換
をすすめています。
　Ｄ２Ｃ（ダイレクトトゥコンシューマー）ブランド
やコンテンツ、サブスクリプションなどのテナント導
入を拡大し、体験やエンゲージメントなどアフターデ
ジタル時代のリアル店舗ならではの価値を提供する

「売らない店」をめざしています。
　４月期、５月期については新型コロナウイルス感染
拡大にともなう店舗休業や外出自粛などにより取扱高
が大きく減少しました。その後は、郊外店を中心に回
復傾向にあるものの、年間の累計取扱高は減収となり
ました。これにともない、小売セグメントの営業利益
は15億円（前期比85％減）となり、前年を85億円下
回りました。

＜フィンテックセグメント＞
　エポスカードのご利用客数の拡大に向け、マルイ・
モディ店舗やネット・サービス領域での新規入会の促

進を強化するとともに、アニメコンテンツのコラボレ
ーションカードの発行や、全国の商業施設との提携カ
ードの発行をすすめ、提携施設数は33施設（前期差
３施設増）に拡大いたしました。また、利用率・利用
額のさらなる向上に向けて、家賃保証やリカーリング
などに取り組み、家計消費におけるシェア最大化をめ
ざしています。
　カード会員数は709万人（前期比２％減）となりま
したが、お得意さまづくりを着実にすすめ、プラチ
ナ・ゴールド会員は270万人（前期比８％増）と伸長
いたしました。
　取扱高については、ショッピングクレジットは２兆
1,860億円（前期比1％増）と前年を上回りました。
ＥＣの利用は前期比33％増と伸長しましたが、トラ
ベル・エンターテイメントの利用が前期比46％減と
大きく減少しました。家賃保証などのサービス取扱高
は4,609億円（前期比30％増）と引き続き大きく拡
大いたしました。
　一方で利息返還損失引当金の繰り入れもあり、フィ
ンテックセグメントの営業利益は203億円（前期比
47％減）と、９期ぶりの減益となりました。

セグメント情報

区 分 小売 フィンテック 計 調整額 連結
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益
外部顧客への売上収益 85,505 135,326 220,832 － 220,832
セグメント間の内部
売上収益または振替高 3,419 2,016 5,436 △5,436 －

計 88,925 137,343 226,268 △5,436 220,832
（前期比） (％) （76.5） （98.4） （88.4） （－） （89.2）

セグメント利益 1,481 20,288 21,769 △6,459 15,310
（前期比） (％) （14.8） （52.8） （45.0） （－） （36.5）

営業利益率 (％) 1.7 14.8 － － 6.9
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グループ総取扱高の内訳

区 分 取扱高 構成比 前期比
百万円 ％ ％

定期借家テナント売上高等 151,634 5.2 69.4
商品売上高 27,541 0.9 76.1
消化仕入売上高 30,266 1.0 74.9
関連事業 19,765 0.7 79.3

小売 229,207 7.8 71.6
ショッピングクレジット 2,185,997 74.9 100.7
サービス 460,873 15.8 130.2
カードキャッシング 104,846 3.6 72.2
IT他 8,714 0.3 99.9

フィンテック 2,760,432 94.6 103.0
消去 △70,409 △2.4 －

合計 2,919,231 100.0 100.5
　

（注）関連事業は、店舗内装、広告宣伝、ファッション物流受託、建物等の保守管理等による収入、ＩＴ他は情
報システムサービス、不動産賃貸等による収入であります。

（2）設備投資の状況
　当期の設備投資は、既存店の売場改装やシステム投資など総額105億53百万円を実施いたしました。

（3）資金調達の状況
　資金調達については、財務の安定性確保を最優先に、調達期間の長期化や返済・償還時期の分散化、調達
手法の多様化などに取り組んでおります。
　当期においては、借入金の返済等に対応し、金融機関からの借入により497億円、社債の発行により200
億円を調達いたしました。また、債権流動化による資金調達は50億円増額いたしました。
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（4）対処すべき課題
■これまでの取り組み
　当社グループは、創業以来、小売・フィンテック
一体の独自のビジネスモデルを、時代やお客さまの
ニーズの変化にあわせて、革新・進化させてまいり
ました。前中期経営計画につきましては、前記のと
おり主要３ＫＰＩ（ＥＰＳ、ＲＯＥ、ＲＯＩＣ）は
大幅に計画未達となりました。
　一方で、長期視点でＬＴＶ（生涯利益）を重視す
る経営をすすめ、フィンテック主導の成長へのシフ
ト、小売の「定借化」など、事業構造の変革、およ
び高い利益成長を継続できる収益構造への転換を実
現しました。また、「めざすべきバランスシート」
に向けた資本政策が着実に進捗した結果、収益力向
上と資本コスト低減の両面から企業価値創造が実現
し、安定的にＲＯＩＣがＷＡＣＣを、ＲＯＥが資本
コストを上回る構造が完成しつつあります。
　また、2019年には、2050年に向けた長期ビジ
ョンを策定し、ビジネスを通じ持続的な社会、地球
環境の実現に向けて「将来世代」を加えた６つのス
テークホルダーの「利益」と「しあわせ」をめざす

「共創サステナビリティ経営」をすすめ、ＤＪＳＩ
ワールド小売分野世界１位など、高い評価をいただ
きました。

(小売)
　従来の百貨店型から家賃収入を主とするショッピ
ングセンター型への転換が完了しました。また「売
らない店」への進化に向けて、Ｄ２Ｃブランドや飲
食・サービステナントなどを導入、未来に向けた店
づくりをすすめてきました。
　一方で自主専門店・ＥＣの利益改善は未達となり
ました。

(フィンテック)
　全国の商業施設やネット、サービス領域での入会
を強化したことで、2021年３月末のカード会員数
は709万人、５年間で96万人増となりました。
　ショッピングクレジットが業界平均を大きく上回
り拡大したことに加え、家賃保証を中心としたサー
ビスも高伸長し、エポスカード総取扱高は５年間で
約1.9倍に拡大しました。

(最適資本構成)
　グループの事業構造に見合った「めざすべきバラ
ンスシート」の構築を掲げ、営業債権の拡大に対す
る有利子負債での調達、計画的な営業債権の流動化
などの資本政策を通じて、目標としていた総資産１
兆円以内、自己資本比率30%前後の最適資本構成
を達成しました。

■事業環境の変化
　2030年に向けた今後の10年においては、「現役
世代から将来世代へ」、「デジタル技術は導入期から
展開期へ」、「有形資産から無形資産へ」という３つ
の大きな転換が起き、社会の世代交代により、デジ
タル、サステナビリティ、ウェルビーイングといっ
た将来世代の常識に対応できない企業は急速に支持
を失うリスクがあります。

■今後の方向性
１．将来世代との共創を通じて、社会課題の解決と

企業価値向上を両立
２．店舗とフィンテックを通じて、「オンライン
　 とオフラインを融合するプラットフォーマ
　 ー」をめざす
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３．人材、ソフトウェアに加え、新規事業、共創
投資への無形投資を拡大、知識創造型企業へと
進化

４．ステークホルダーをボードメンバーに迎え、
「利益としあわせの調和」に向けた共創経営を
推進

■新中期経営計画の策定について
　急速な事業環境の変化が予測される中、前中期経
営計画の目標を早期に達成し、さらなる企業価値の
向上を実現するため、2026年3月期を最終年度と
する5ヵ年の新中期経営計画を策定しました。

＜事業戦略＞
(グループ事業の全体像)
　小売、フィンテックに「未来投資」を加えた三位
一体のビジネスモデルを創出します。未来投資に
は、共創投資と新規事業投資が含まれます。

(小売)
　コロナによる市況の悪化が懸念される中、これまで取
り組んできた百貨店業態のトランスフォーメーションを
さらに推進し、新たな成長を実現します。店舗を「オン
ラインとオフラインの融合」のプラットフォームと位置

づけ、EC中心に展開する新規事業がさまざまなイ
ベントを開催し、このイベントが来店動機となる店
づくりをすすめます。また、これらのイベントをフ
ィンテックと連携し、丸井の店舗だけでなく全国の
商業施設で展開することを視野に、事業化をめざし
ます。

(フィンテック）
　４月からスタートした新カード、新アプリを通じ
て、ＵＸを飛躍的に高め、ＬＴＶのさらなる向上を
めざします。また、ゴールドカードに次ぐ第二の柱
に成長してきた、アニメに代表されるコンテンツカ
ードなど、「一人ひとりの『好き』を応援する」カ
ードを拡大します。
　リアル店舗中心の会員募集を見直し、ネット入会
の比率を高めるほか、拡大が見込まれるＥＣ・ネッ
ト関連サービス、家賃などを中心に家計シェア最大
化の取り組みを強化することで、５年後の取扱高は
２倍の5.3兆円をめざします。
　また、50万人以上のお客さまに再生可能エネル
ギーをエポスカード払いでご利用いただき、ＣＯ２
削減とＬＴＶ向上の両立に挑戦します。

(未来投資）
　未来投資は、サステナビリティ、ウェルビーイン
グなどのインパクトと収益の両立をめざしてイノベ
ーションを創出します。新規事業投資は社内からの
イノベーション創出、共創投資は社外からのイノベ
ーション導入をめざします。
　新規事業は、ＥＣを中心にメディア、店舗、フィ
ンテックを掛け合わせた独自のビジネスモデルを構
築します。
　共創投資は、共創の理念にもとづき、共に成長し
価値をつくる取り組みをすすめ、小売・フィンテッ
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クへの貢献利益と、ファイナンシャルリターンの両
方を追求します。

＜資本政策＞
小売は定借化にともない安定化も、自己資本比率

は依然として高い水準のため、この余剰資本を再配
分し、自己資本比率25％前後を目標にバランスシー
トの見直しをすすめます。

また、５年間の基礎営業キャッシュ・フロー2300
億円を、未来投資を含めた成長投資に800億円、資
本最適化のための自社株取得に500億円、株主還元
に1000億円を配分する計画です。

＜インパクト＞
　2019年に公表した「ビジョン2050」にもとづ
き、サステナビリティとウェルビーイングに関わる
目標を「インパクト」として定義しました。「将来世
代の未来を共につくる」「一人ひとりの幸せを共につ
くる」「共創のプラットフォームをつくる」の３つの
目標を達成すべく、主要な取り組み項目を新中期経
営計画の主要ＫＰＩとして設定します。
　また、ステークホルダーの求める利益としあわせ
を共に実現する共創経営に向けて、ステークホルダ
ーをボードメンバーに迎えることで、ガバナンス体
制を進化させてまいります。

■主要ＫＰＩ
　2026年３月期の目標として、インパクトについ
ては、「ＣＯ２排出削減量100万トン以上」「将来世
代との共創の取組み150件以上」など６つのＫＰＩ
の達成をめざします。そして、これらのインパクト
を実現することで、ＥＰＳ200円以上、ＲＯＥ13
％以上、ＲＯＩＣ4％以上を実現します。

以上のような取り組みを通じて、さらなる企業価
値向上につとめてまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、今後も変わらぬ
ご支援、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申しあげま
す。
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総資産 純資産ROE
（％）

経常利益
（百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）

1株当たり当期純利益
（円）

（百万円） （百万円）

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

35,145 20,907

865,887 274,900

93.18

7.6

39,786 25,341

890,196 284,752

115.99

9.1

40,415 25,396

885,969 290,330

117.58

8.8

0.8

14,607

2,327

901,070 290,704

10.86

（５）財産および損益の状況の推移
区 分 2018年

３月期
2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

グループ総取扱高 （百万円） 2,189,374 2,539,631 2,903,713 2,919,231
売上収益※１ （百万円） 240,469 251,415 247,582 220,832
経常利益 （百万円） 35,145 39,786 40,415 14,607
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 20,907 25,341 25,396 2,327
１株当たり当期純利益 （円） 93.18 115.99 117.58 10.86
ROE （％） 7.6 9.1 8.8 0.8
総資産※２ （百万円） 865,887 890,196 885,969 901,070
純資産 （百万円） 274,900 284,752 290,330 290,704

　

2019年３月期より、償却債権回収益の計上を「営業外収益」から「売上収益」へ変更しております（※１）。
また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を適用してお
ります（※２）。これらの変更にともない、2018年3月期については遡及適用後の数値を記載しております。
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（6）重要な子会社の状況
① 重要な子会社の状況

名 称 資本金 出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

株式会社 丸井 100 100.0 マルイ・モディ店舗の運営、通信販売事業、専
門店事業（自主・PBの運営・開発）

株式会社 エポスカード 500 100.0 クレジットカード業務、クレジット・ローン業務
株式会社 エムアールアイ債権回収 500 100.0

（100.0） 債権管理回収業務、信用調査業務

株式会社 エイムクリエイツ 100 60.0 商業施設の業態提案・設計・内装施工・運営管
理、広告企画制作

株式会社 ムービング 100 100.0 貨物自動車運送業、貨物運送取扱業
株式会社 エムアンドシーシステム 234 100.0 ソフトウェア開発、コンピュータ運営
株式会社 マルイファシリティーズ 100 100.0 ビルメンテナンス業、警備サービス業
株式会社 マルイホームサービス 100 100.0 不動産賃貸事業

　

（注）出資比率欄の（ ）内の数値は、間接所有による出資比率を内数として表示しております。
② 当事業年度末日における特定完全子会社の状況

会社名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額
百万円 百万円

株式会社 丸井 東京都中野区中野 222,619 751,539４丁目３番２号
（7）主要な事業内容

　商業施設の賃貸・運営管理と衣料品・装飾雑貨等の店舗販売・通信販売等の小売事業、およびクレジット
カード業務・カードキャッシング・家賃保証等のフィンテック事業をおこなっております。

（8）主要な事業所
① 本 社

会社名 所在地
株式会社 丸井グループ

東京都中野区

株式会社 丸井
株式会社 エポスカード
株式会社 エムアールアイ債権回収
株式会社 エイムクリエイツ
株式会社 エムアンドシーシステム
株式会社 マルイファシリティーズ
株式会社 マルイホームサービス
株式会社 ムービング 埼玉県戸田市
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■ 

■ 

兵庫

埼玉

大阪

神奈川

福岡 静岡

東京 千葉

博多

三ノ宮
神戸

なんば

大阪

九州エリア

関西エリア

戸塚 横浜

志木

国分寺

町田

モディ

マルイ

溝口

海老名

静岡

吉祥寺 中野

池袋

新宿

渋谷 有楽町

上野

草加

北千住

錦糸町

柏

大宮

丸井グループ店舗

② 店 舗
都府県別 店舗名

東 京 都 新宿店、池袋マルイ、渋谷マルイ・モディ、錦糸町店、上野マルイ、北千住マルイ、有楽町マルイ、
中野マルイ、吉祥寺店、町田マルイ・モディ、国分寺マルイ

神奈川県 マルイシティ横浜、マルイファミリー溝口、マルイファミリー海老名、戸塚モディ
埼 玉 県 大宮マルイ、草加マルイ、マルイファミリー志木
千 葉 県 柏マルイ・モディ
静 岡 県 静岡モディ
大 阪 府 なんばマルイ
兵 庫 県 神戸マルイ
福 岡 県 博多マルイ
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（9）従業員の状況
区 分 従業員数 前期末比増減

名 名
小売セグメント 2,889 278（減）
フィンテックセグメント 1,593 3（減）
全社（共通） 373 6（増）

合 計 4,855 275（減）
　

（注）1. 従業員数には、臨時従業員は含めておりません。なお、臨時従業員の期中平均雇用者数（月間所定労
働時間を基準に算出）は1,487名であります。

2. 全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員数であります。

（10）主要な借入先の状況
借入先 借入金残高

百万円
シンジケートローン 135,000
株式会社 三菱UFJ銀行 95,000
株式会社 三井住友銀行 50,000
株式会社 日本政策投資銀行 22,000
株式会社 みずほ銀行 17,300
三井住友信託銀行 株式会社 10,000

　

（注）シンジケートローンは、株式会社三菱UFJ銀行および農林中央金庫を幹事とする協調融資によるものであ
ります。
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株式数
金融機関
94,499千株
（42.3％）

金融商品取引業者
5,874千株
（2.6％）

その他法人
32,400千株
（14.5％）

外国法人等
62,521千株
（28.0％）

個人・その他
28,363千株
（12.7％）

2．会社の株式に関する事項

※「個人・その他」には自己株式8,704千株が含まれております。

（1）発行可能株式総数 1,400,000,000 株

（2）発行済株式の総数 223,660,417 株
（自己株式8,704,095株を含む。）

（3）株主数 34,450 名

（4）大株主（上位10名）
株主名 持株数 持株比率

千株 ％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 35,329 16.4

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 17,443 8.1

ＭＩＳＡＫＩ ＥＮＧＡＧＥＭＥＮＴ ＭＡＳＴＥＲ ＦＵＮＤ 6,911 3.2

青 井 不 動 産 株 式 会 社 6,019 2.8

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 5,808 2.7

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口 ７） 4,955 2.3

東 宝 株 式 会 社 3,779 1.8

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （証 券 投 資 信 託 口） 3,404 1.6

公 益 財 団 法 人 青 井 奨 学 会 3,247 1.5

Ｊ Ｐ Ｍ Ｏ Ｒ Ｇ Ａ Ｎ Ｃ Ｈ Ａ Ｓ Ｅ Ｂ Ａ Ｎ Ｋ ３８５７８１ 3,095 1.4
　

（注）1. 当社は、自己株式8,704千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は、自己株式8,704千株を控除して計算しております。
3. 持株比率は、役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する545千株を含めて計算しておりま

す。
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3．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等（2021年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況

青 井 浩
代表取締役社長
代表執行役員

CEO

岡 島 悦 子 取締役 株式会社プロノバ代表取締役社長
株式会社ユーグレナ取締役

田 口 義 隆 取締役 セイノーホールディングス株式会社代表取締役社長

室 井 雅 博 取締役 菱電商事株式会社社外取締役
農林中央金庫監事

中 村 正 雄 取締役
専務執行役員 小売事業担当、経営企画・カスタマーサクセス担当

加 藤 浩 嗣 取締役
常務執行役員

ＣＦＯ、ＩＲ部長、財務・サステナビリティ・
ＥＳＧ推進担当

青 木 正 久 取締役
上席執行役員 共創投資部長

伊 藤 優 子 取締役
執行役員

グループデザインセンター長兼建築部長
株式会社エイムクリエイツ常務取締役

川 井 仁 常勤監査役
布 施 成 章 常勤監査役

高 木 武 彦 監査役 税理士

鈴 木 洋 子 監査役

弁護士
鈴木総合法律事務所パートナー
独立行政法人経済産業研究所監事
株式会社ブリヂストン社外取締役監査委員
日本ピグメント株式会社社外取締役監査等委員
一般社団法人一橋大学コラボレーション・センター監事

　

（注）1. 監査役大江 忠氏は、2020年６月開催の第84回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により監査
役を退任いたしました。

　 2. 監査役藤塚英明氏は、2020年６月開催の第84回定時株主総会終結の時をもって、辞任により監査役を
退任いたしました。

　 3. 取締役のうち、岡島悦子、田口義隆、室井雅博の各氏は、社外取締役であり、当社は、株式会社東京
証券取引所に対して、各氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

4. 監査役のうち、高木武彦、鈴木洋子の両氏は、社外監査役であり、当社は、株式会社東京証券取引所
に対して、両氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

5. 取締役岡島悦子、室井雅博、監査役高木武彦、鈴木洋子の各氏の上記兼職先と当社の間に特別の関係
はありません。

　 6. 取締役田口義隆氏が代表取締役を兼務するセイノーホールディングス株式会社の子会社２社（西濃運
輸株式会社ほか１社）より、直近事業年度において、当社子会社にて店舗内配送業務等の受託料とし
て22百万円を計上しておりますが、当社連結売上収益に占める割合は0.01%であり、当社の「社外役
員独立性基準」を満たしております。
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7. 取締役岡島悦子氏の戸籍上の氏名は巳野悦子であります。
8. 監査役高木武彦氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
　 9．監査役鈴木洋子氏は、弁護士資格を有しており、企業法務に精通しております。

10. 取締役岡島悦子氏は、2020年12月18日付で株式会社ユーグレナ社外取締役を退任し、同日付で株式
会社ユーグレナ取締役に就任いたしました。

11. 監査役高木武彦氏は、2020年６月26日付で川田テクノロジーズ株式会社社外監査役を退任いたしま
した。

12．取締役青木正久氏は、2020年７月１日付で株式会社丸井代表取締役社長を辞任いたしました。
13. 2021年４月１日付で、次のとおり取締役の地位、担当および重要な兼職の状況の変更がありました。
氏 名 旧 新

中 村 正 雄
取締役専務執行役員
小売事業担当
経営企画・カスタマーサクセス担当

取締役専務執行役員
CSO、経営企画・不動産事業担当
株式会社マルイホームサービス代表取締役
社長
株式会社マルイホームサービス管理代表取
締役社長

加 藤 浩 嗣
取締役常務執行役員
CFO、IR部長、財務・サステナビリティ・
ESG推進担当

取締役常務執行役員
CFO、IR・財務・サステナビリティ・
ESG推進担当

<ご参考>
執行役員（取締役兼務者を除く）は、次のとおりであります。（2021年4月1日現在）

氏 名 地 位 担当
佐 藤 元 彦 副社長執行役員 株式会社エムアンドシーシステム取締役
石 井 友 夫 専務執行役員 CHO、総務・人事・ウェルネス推進担当
斎 藤 義 則 常務執行役員 フィンテック事業担当、株式会社エポスカード代表取締役社長
青 野 真 博 上席執行役員 小売事業担当、株式会社丸井代表取締役社長
佐々木 一 上席執行役員 建築担当、株式会社エイムクリエイツ代表取締役社長
相 田 昭 一 執行役員 CDO、経営企画部長兼カスタマーサクセス部長
小 暮 芳 明 執行役員 監査担当
伊賀山 真 行 執行役員 株式会社ムービング代表取締役社長
津 田 純 子 執行役員 株式会社エポスカード取締役 営業本部長
瓦 美 雪 執行役員 株式会社丸井取締役 北千住マルイ店長
新 津 達 夫 執行役員 株式会社丸井取締役 EC事業部長
海老原 健 執行役員 CIO、株式会社エムアンドシーシステム代表取締役社長
小 島 玲 子 執行役員 ウェルネス推進部長

（注）2021年５月12日付で一部担当に変更がありました。
　 石井友夫 CHRO（Chief Human Resource Officer）、総務・人事・ウェルネス推進担当
　 小島玲子 CWO（Chief Well-being Officer）、ウェルネス推進部長
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（2）取締役および監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は以下の取締役報酬の決定方針を2021年３月17日の取締役会において決議いたしました。
１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主
利益と連動した報酬体系とする。

　具体的には、当社の取締役（社外取締役および国内非居住者を除く。）の報酬は、定額の基本報酬のほか
に、短期インセンティブとしての事業年度ごとの会社業績にもとづく業績連動型の賞与制度と、中長期
インセンティブとしての中長期的な会社業績にもとづく業績連動型の株式報酬制度で構成することとす
る。

　報酬水準およびその報酬構成比率については、外部調査機関の役員報酬調査データより、同規模程度の
企業の役員報酬水準および報酬構成比率をベンチマークとして設定し、毎年報酬水準および報酬構成比
率の確認をおこなう。

　社外取締役については、その役割と独立性の観点から基本報酬のみとする。
２．個人別報酬の固定報酬（基本報酬）の額の決定方針（報酬付与の時期・条件の決定方針を含む）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、上記 1 記載の基本方針に照らし、指名・報酬委員会
が定めた役位等にもとづく支給条件に応じて支給することとする。

３．個人別報酬の変動報酬（賞与および株式報酬）の内容および額又は数の算定方法の決定方針（業績指
標の内容および当該業績指標の額又は数の算定方法の決定方針、ならびに報酬付与の時期・条件の決定
方針を含む）
・業績連動賞与

各取締役の職責に基づき、事業年度ごとの会社業績向上に対する意識を高めるため、単年度の業績指
標の目標に対する達成度合いに応じて業績連動係数を決定し、これを役位別の基準額に乗じて業績連
動賞与支給額を決定することとする。

　・業績連動型株式報酬
役員報酬 BIP 信託の仕組みを活用し、当社が金銭を拠出した信託（以下「本信託」という）を用い
て、各取締役に当社の株式等を交付する。
具体的には、中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意欲を高めるため、中期経営計画と整合
するよう複数年の事業年度を定め、その最終事業年度の会社業績指数の目標達成度等の業績指標に応
じて業績連動係数を決定し、これを各取締役の役位に応じて事業年度ごとに付与したポイントの累計
ポイント数を乗じて、各取締役に交付する株式等を決定することとする。なお、各取締役は当該ポイ
ントの一定割合に相当する当社株式の交付を受け、残りの当社株式については本信託で換価したうえ
で、換価処分相当額の金銭の給付を受ける。
ただし、当初の対象期間である 2020 年 3 月 31 日で終了する事業年度および 2021 年 3 月 31
日で終了する事業年度について交付する株式には、交付時から 1 年間の譲渡制限期間を設ける。
また、対象期間を延長し本信託を継続させる場合においては、その時点の中期的な計画に対応する年
数とし、新たな対象期間を 2 年間とするときは、当該対象期間について交付する株式にも、同様の株
式交付時から 1 年間の譲渡制限期間を設ける。
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・業績指標
業績連動賞与および業績連動型株式報酬の業績指標は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設
定し、適宜、環境の変化に応じて取締役会で決定することとする。

　・業績連動賞与の交付時期
毎事業年度終了後、翌事業年度中の一定の時期に支給する。

　・業績連動型株式報酬の交付時期
受益者要件を充足する取締役には、原則として対象期間の最終事業年度の直後の 6 月以降に、算出さ
れた累計ポイント数に応じた株式等の交付を受ける。

４．個人別報酬の報酬割合の決定方針
　報酬構成比率については、 上記１記載の基本方針に照らし、指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会

にて決定をおこなうこととする。
５．個人別報酬の内容の決定方法

　取締役の個人別の報酬については、報酬に関する審議プロセスの透明性と客観性を高めることを目的と
して取締役会の委任に基づき指名・報酬委員会で決定することとする。

　指名・報酬委員会は委員 3 名以上で組織し、原則として 2 名以上を社外取締役で構成し、委員は取締
役会の決議により選任することとする。

　また、指名・報酬委員会では、株主総会で決議された報酬制度および報酬限度額の範囲内で、グループ
経営に対する責任度合い、中期経営計画の進捗度合い等を総合的に考慮したうえ、次の事項を審議・決
定することとする。

　・取締役の個別報酬に関する事項
　・取締役の報酬制度の変更に関する事項
　・上記のほか、取締役会からの諮問・委任があった事項
　 ※当事業年度の指名・報酬委員会は取締役会により選任された以下の３名で構成されております。

　 岡島 悦子（社外取締役）
　 田口 義隆（社外取締役）
　 青井 浩（代表取締役）

６．個人別報酬のその他の重要な事項
業績連動型株式報酬については、対象取締役等に重大な不正・違反行為が発生した場合、当該対象取締
役等に対し、交付予定株式の受益権の没収（マルス）、交付した株式等相当の金銭の返還請求（クローバ
ック）ができる制度を設けることとする。

　 〔取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると判断した理由〕
取締役会は、取締役の個人別の報酬等を決定する権限が指名・報酬委員会によって適切に行使されるよ
う、上記のとおり同委員会の構成員の過半数を社外取締役とする措置を講じており、また、当期におけ
る取締役の個人別の報酬等の決定に際しては、同委員会において上記の決定方針と同様の観点から多角
的検討を行っているため、取締役会としても、当該報酬等の内容は上記の決定方針に沿うものであると
判断しております。

② 監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　監査役の報酬は、定額報酬のみとし、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査役会での協議

により決定します。
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③ 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　 〈取締役の定額報酬について〉

報酬限度額は年額300百万円（使用人兼務取締役に対する使用人分給与を除く。）であり、2012年６月
27日の株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社
外取締役は１名）であります。そのうち、社外取締役の報酬限度額は年額50百万円であり、2016年６
月29日の株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の社外取締役は２名
であります。

　 〈取締役の業績連動賞与について〉
報酬限度額は年額100百万円（使用人兼務取締役に対する使用人賞与を除く。) であり、2016年６月
29日の株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち社
外取締役は２名）であります。

　 〈取締役の業績連動型株式報酬について〉
報酬限度額（信託に拠出する金員の上限）は１事業年度当たり200百万円に対象期間の年数を乗じた金
額とし、2020年3月末日で終了する事業年度および2021年3月末日で終了する事業年度の２事業年度
に対しては400百万円であります。また、取締役が取得する当社株式等の数の上限は、2020年３月末
日で終了する事業年度以降は、１事業年度当たり10万ポイント（10万株相当）に対象期間の年数を乗
じたポイント数とし、2020年３月末日で終了する事業年度および2021年３月末日で終了する事業年度
の２事業年度に対しては20万ポイントであります。なお、報酬限度額ならびに取締役が取得する当社株
式数等の数の上限は、2019年６月20日の株主総会において決議しており、当該定時株主総会終結時点
の取締役の員数は７名 （うち社外取締役は３名）であります。

　 〈監査役の報酬について〉
報酬限度額は月額６百万円であり、1987年４月28日の株主総会において決議しております。当該定時
株主総会終結時点の監査役員数は３名であります。
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④ 取締役および監査役の報酬等の総額と業績連動報酬等の業績指標等に関する事項

区分 支給対象人数
報酬等の種類別の総額

報酬等の総額
基本報酬 業績連動賞与 業績連動型

株式報酬
名 百万円 百万円 百万円 百万円

取締役
（うち社外取締役）

８
（３）

178
（37）

０
（－）

７
（－）

186
（37）

監査役
（うち社外監査役）

６
（３）

51
（16）

－
（－）

－
（－）

51
（16）

合計 14 230 ０ ７ 237
　

（注）1. 当期末日時点における在籍人員は、取締役８名、監査役４名でありますが、上記報酬には、2020年６
月開催の第84回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役２名分を含んでおります。

2. 業績連動賞与および業績連動型株式報酬は、当事業年度に係る費用計上額を記載しております。

・業績連動報酬等の目標とする業績指標および実績
目標とする指標 目標値 実績

業績連動賞与 ＥＰＳ 130.00円 10.86円

業績連動型株式報酬
財務指標

ＥＰＳ 130円以上 10.86円
ＲＯＥ 10.0％以上 0.8％

ＲＯＩＣ 4.0％以上 1.4％

非財務指標 ＥＳＧ評価指標 ＤＪＳＩ Ｗｏｒｌｄの
構成銘柄への選定の有無 有

（注）1. 上記業績指標のＲＯＥは資本収益性をはかる指標、ＥＰＳは株主を意識した指標、ROICは投下資本に
対する指標として当社の中期経営計画における重要経営指標にしていたため選定しております。また、
ＤＪＳＩ Ｗｏｒｌｄ（Dow Jones Sustainability World Index）は、長期的な株主価値向上への
観点から、企業を経済・環境・社会の３つの側面で統合的に評価・選定するＥＳＧインデックスであ
り、当社の共創サステナビリティ経営を推進するための第三者機関の調査にもとづくＥＳＧ評価指標
としていたため選定しております。また、目標達成度合いに応じて業績連動報酬係数の変動幅を業績
連動賞与は０％～200％、業績連動型株式報酬は０％～110％の範囲に設定しております。

2. 業績連動賞与および業績連動型株式報酬の算定方法は上記①に記載のとおりです。
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（３）社外役員に関する事項
① 社外取締役の主な活動状況

氏 名 社外取締役の主な活動状況

岡 島 悦 子
当期開催の取締役会９回全てに出席し、会社経営の経験と幅広い見識を活かし、独立
した客観的な立場から質問・助言するとともに、必要に応じて適宜、適切な意見を述
べております。また、ダイバーシティ（多様性）や次世代リーダーの育成に関する深
い見識を持っており、当社の後継者育成にも参画いただいております。

田 口 義 隆
当期開催の取締役会９回全てに出席し、長きにわたる会社経営の豊富な経験と幅広い
見識を活かし、独立した客観的な立場から質問・助言するとともに、必要に応じて適
宜、適切な意見を述べております。

室 井 雅 博
当期開催の取締役会９回全てに出席し、会社経営者としてコーポレートガバナンス改
革を主導してきた経験や先端技術・デジタル分野に関する豊富な見識を活かし、独立
した客観的な立場から質問・助言するとともに、必要に応じて適宜、適切な意見を述
べております。

② 社外監査役の主な活動状況
氏 名 社外監査役の主な活動状況

高 木 武 彦
当期開催の取締役会９回および監査役会16回全てに出席し、主に税理士としての専門
知識を活かし、適宜、適切な意見を述べております。さらに、代表取締役と定期的に
会合を持ち、会社を取巻くリスク、監査上の重要課題などについて意見を交換し、相
互認識と信頼を深めております。

鈴 木 洋 子
第84回定時株主総会選任後開催の取締役会８回のうち７回および監査役会12回のうち
11回に出席し、主に弁護士としての専門知識を活かし、適宜、適切な意見を述べてお
ります。さらに、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社を取巻くリスク、監査上の
重要課題などについて意見を交換し、相互認識と信頼を深めております。

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は各社外取締役および各社外監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約にもとづく責任の限度額は10百万円または法令の定める最低責任限度額のい
ずれか高い額であります。
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4．会計監査人に関する事項
（1）当社の会計監査人の名称

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
（2）会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等
90百万円

②当社および当社子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

139万円
（注）当社は、会計監査人との契約において、「会社法」に

もとづく監査と「金融商品取引法」にもとづく監査
の監査報酬等の額等を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、①および②の金額には、
これらの合計額を記載しております。

③会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、取締役、社内関係部署および会計
監査人から必要な資料を入手し報告を受けるほか、
前期の監査の遂行状況を踏まえ、会計監査人が提
出した監査計画の監査時間や報酬単価等の算出根
拠を確認した結果、監査品質の維持向上のために
当該報酬は相当であると判断し、同意しておりま
す。

（3）非監査業務の内容
　当社および当社子会社は会計監査人に、社債発
行に係るコンフォートレター作成業務などを委託
しております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいず
れかに該当すると認められる場合、必要に応じて、
監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人
を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、会計監査人解任後最初に招集される
株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、
独立性を害する事由の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合、監査役会は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再
任に関する議案の内容を決定いたします。

5．会社の体制および運用状況
取締役の職務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための体制その他当社の業務
ならびに当社およびその子会社からなる企業集
団（以下「当社グループ」という。）の業務の適
正を確保するための体制および当該体制の運用
状況

○体制
　当社グループは、グループ経営という視点で内
部統制システムの整備をすすめ、健全で透明性が
高い、効率的な経営を推進する。
①取締役の職務執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制
・取締役は役員規程およびグループ行動規範に

従い、適法かつ適正に職務を遂行する。
・取締役会は原則として年10回開催し、取締役

の職務執行状況を監督する。
・監査役は監査役会規則にもとづき、独立した

立場から取締役および執行役員の職務執行を
監査する。

・独立性の高い複数の社外取締役および社外監
査役を選任し、経営の客観性・透明性の一層
の向上をはかる。

・委員３名以上、原則としてそのうち社外取締
役２名以上で構成される指名・報酬委員会を
設置し、取締役・役付執行役員の指名および
取締役・執行役員の報酬の決定に係る透明性
と客観性を高める。
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・共創サステナビリティ経営を推進することを
目的に、取締役会の諮問機関としてサステナ
ビリティ委員会を設置する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管
理
・文書管理規程を整備し、取締役会議事録等の

取締役の職務の執行に係る重要な文書の管理
をおこなう。

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程
その他の体制
・環境・社会貢献推進分科会ならびに広報IR委

員会、内部統制委員会、情報セキュリティ委
員会、安全管理委員会、インサイダー取引防
止委員会により、経営上の高リスク分野の管
理水準の向上をはかるとともに、代表取締役
を長とするサステナビリティ委員会（環境・
社会貢献推進分科会を監督）、コンプライアン
ス推進会議（５委員会を監督）を通じて、当
社グループ全体のリスク管理をおこなう。

・内部統制の推進を総務部と監査部が連携して
おこない、グループ各社の業務内容、想定さ
れるリスクとその対応策の文書化・モニタリ
ングなどを通じて、経営上のリスクの最小化
を推進する。

④当社グループの取締役の職務の執行が効率的に
おこなわれることを確保するための体制
・当社グループ決裁規程により、当社グループ

の取締役および執行役員としての職務権限を
明確にするとともに、効率的かつ迅速な職務
執行をおこなう。

⑤財務報告の適正性を確保するための体制
・適正な財務報告を確保するための全社的な方

針や手続きを示すとともに、適切な整備と運
用をおこなう。

・財務報告の重要な事項に不適正な記載が発生
するリスクへの評価およびリスク低減に向け
た体制づくりをすすめる。

・財務報告に係る内部統制に関するモニタリン
グの体制を適切に整備し、運用状況の確認を
おこなう。

⑥子会社の取締役および当社グループの使用人の
職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
・グループ行動規範の周知徹底をはかり、当社

グループとして高い倫理観にもとづく健全な
企業活動を推進する。

・当社グループ全体で法令およびグループ内規
程の順守を徹底するため、各種マニュアルの
整備をおこない、教育を推進する。

・社外の弁護士にも直接通報できるマルイグル
ープホットライン（内部通報制度）を設け、
問題発生の未然防止と早期発見をはかる。

・内部監査をおこない職務執行の内部統制状況
を把握することにより、法令・社内規程の順
守をはかる。

⑦その他当社グループにおける業務の適正を確保
するための体制
・内部統制システムとしてグループ各社で文書

化した内容の継続的な見直しをおこなう。
・サステナビリティ委員会、コンプライアンス

推進会議、および１分科会、５委員会を通し
て、グループ各社の最新の統制状況を確認し
適切な体制確保につとめる。

・当社グループ決裁規程により、子会社におけ
る重要な決議事項の当社への報告体制を定め
る。
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コンプライアンス推進会議

代表取締役

本社各部

内部通報制度
総務部
・法務担当　・個人情報保護推進担当

グループ各社
店舗・専門店・営業所

５
委
員
会

取締役会

経営会議

監査役会

顧
問
弁
護
士

監　
査

周
知
徹
底

広報ＩＲ委員会
内部統制委員会
情報セキュリティ委員会
安全管理委員会
インサイダー取引防止委員会監査部

・監査担当　・内部統制担当　

グ
ル
ー
プ
行
動
規
範

会
計
監
査
人

株主総会

指名・報酬委員会

環境・社会貢献推進分科会

サステナビリティ委員会

・グループ各社の監査役と内部監査部門の連携
を深め、適正な取引、会計処理をおこなうた
めの監査体制づくりをすすめる。

・社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力などからの不当な要求には一切応じること
なく、関係遮断をおこなうとともに、警察・
弁護士などの外部専門機関との連携を強化し、
反社会的勢力排除のための体制整備をすすめ
る。

⑧監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ
とを求めた場合における当該使用人に関する事
項、当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項
・監査役の要請にもとづき、その職務を執行す

るために必要な知識・能力を有した監査役ス
タッフを配置する。

・監査役は、監査役スタッフに監査業務の補助
をおこなうよう指示ができるものとし、その
指示については取締役からの指揮を受けない。

⑨当社グループの取締役および使用人等が当社の
監査役に報告するための体制、報告をした者が
当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制
・内部監査体制の充実をはかり、監査役へのサ

ポート機能を強化する。
・グループ各社の取締役および従業員等は、不

正行為、当社グループに著しい損害をおよぼ
すおそれのある事実、法令・定款に反する行
為などを知ったときは、直ちに監査役に報告
する。

・監査役への報告を理由とした不利益な取扱い
が生じていないことの確認をおこなう。

●ガバナンスの体制図
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⑩監査役の職務執行について生ずる費用の前払ま
たは償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項
・監査役がその職務の執行について費用等の請

求をしたときは、当該費用が必要でないと認
められる場合を除きその費用を負担する。

⑪その他監査役の監査が実効的におこなわれるこ
とを確保するための体制
・取締役会は監査役の職務がスムーズに遂行で

きるよう、その要請に対して真摯に協力する。
・代表取締役と監査役との定例会議を開催し、

職務執行状況の相互確認をおこなう。
・監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の

執行状況を把握するため、取締役会の他に必
要に応じて経営上の重要会議に出席できる。

・監査役は、必要に応じて取締役および従業員
から報告・情報の提供を受け、資料や記録の
閲覧をおこなうことができる。

・主要な子会社の監査役を当社監査役が兼務す
ることにより、情報共有と職務執行状況の確
認を的確におこなう。

○運用状況
①内部統制システム全般

・当社グループの内部統制システム全般の運用
状況を、グループ各社の監査役と内部監査部
門が連携した内部監査により把握し、改善を
すすめております。

・グループ各社の業務内容、想定されるリスク
と対応策を文書化しております。その運用状
況を自己評価と内部監査によりモニタリング
することで、実効性の高い内部統制を推進し
ております。

・内部統制上、運用とルールを明確にするため、
グループ各社において、各種規程を整備して
おり、必要に応じ適宜、規程の改定等をおこ
なっております。

・金融商品取引法にもとづく財務報告に係る内
部統制については、取締役会より委嘱を受け
た内部統制委員会が整備・運用・評価をおこ
なっております。

②コンプライアンス体制
・グループ行動規範の周知徹底をはかり、高い

倫理観にもとづく健全な企業活動を推進して
おります。

・法令およびグループ内規程の順守を徹底する
ため、各種マニュアル・運用の整備および教
育をおこなっております。なお、当事業年度
においては、各事業分野ごとの実務研修をは
じめ、昨年に引き続き重要なテーマとして

「情報セキュリティ」「ハラスメント」などの
研修を実施いたしました。

・法令違反、不正行為の抑制と是正をはかるこ
とを目的に、社外の弁護士にも直接通報でき
る内部通報制度マルイグループホットライン
を設置し、適切な運用がなされていることを
確認しております。
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③リスク管理体制
・経営上の高リスク分野を管理するため、分野

ごとに分科会、委員会を設置しています。１
分科会（環境・社会貢献推進分科会）と、５
委員会（広報IR委員会、内部統制委員会、情
報セキュリティ委員会、安全管理委員会、イ
ンサイダー取引防止委員会）を通して、効率
的な統制を推進しております。

・環境・社会貢献推進分科会の活動を統括する
サステナビリティ委員会、および５委員会の
活動を統括するコンプライアンス推進会議を
開催し、グループ各社におけるリスク統制状
況を把握しております。なお、当事業年度に
おいて、サステナビリティ委員会、コンプラ
イアンス推進会議は各２回開催されておりま
す。

④取締役の職務執行
・グループ行動規範や役員規程等の社内規程に

則り適法かつ適正に職務を執行することを徹
底しております。

・社外役員独立性基準を満たし、社外での豊富
な経験や専門性を有する３名の社外取締役を
選任し、取締役会の監督機能強化と経営の透
明性向上をはかっております。

・取締役会は、グループ決裁規程にもとづき適
切な審議をおこなうとともに、グループ戦略
等個別テーマを設定し充実した議論をおこな
っております。なお、当事業年度において取
締役会は９回開催されたほか、書面による決
議を１回実施いたしました。

・取締役会が選任した執行役員で構成する経営
会議を設置し、当社グループ決裁規程に定め
られた範囲内で業務執行に関する重要な意思
決定をおこなうことで、経営判断の迅速化を
はかっております。なお、当事業年度におい
て経営会議は21回開催されております。

⑤監査役の職務執行
・代表取締役との定例会議を開催するなど随時

情報交換をおこない、職務執行状況を確認し
ております。なお、当事業年度において定例
会議は４回開催されております。

・取締役会、経営会議等へ出席し、意思決定の
プロセスや業務執行状況を把握しております。

・社外取締役、会計監査人、内部監査部門と定
期的に情報・意見交換を実施しております。

・子会社８社の監査役を兼務し取締役会に出席
するとともに、グループ監査役連絡会を原則
として毎月開催することなどにより、子会社
の職務執行状況を確認しております。

・２名の監査役スタッフを配置するなど、監査
役の業務が円滑に遂行できる体制にしており
ます。

※本事業報告中の数値の表示桁未満の処理について記載金額の百万円単位、株式数は切捨て、それ以外は四捨五入しております。　
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連結貸借対照表（2021年３月31日現在）
（百万円）

科 目 金 額
資産の部

流 動 資 産 623,787
現 金 及 び 預 金 41,190
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,903
割 賦 売 掛 金 426,668
営 業 貸 付 金 118,039
商 品 3,111
そ の 他 46,296
貸 倒 引 当 金 △16,423

固 定 資 産 277,283
有 形 固 定 資 産 172,950

建 物 及 び 構 築 物 60,540
土 地 103,542
建 設 仮 勘 定 486
そ の 他 8,380

無 形 固 定 資 産 10,149
ソ フ ト ウ ェ ア 7,796
そ の 他 2,352

投 資 そ の 他 の 資 産 94,183
投 資 有 価 証 券 42,144
差 入 保 証 金 27,583
繰 延 税 金 資 産 18,176
そ の 他 6,278

資 産 合 計 901,070

科 目 金 額
負債の部

流 動 負 債 220,860
買 掛 金 8,105
短 期 借 入 金 99,380
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 30,000
未 払 法 人 税 等 6,310
賞 与 引 当 金 3,333
ポ イ ン ト 引 当 金 23,577
株 式 給 付 引 当 金 84
商 品 券 等 引 換 損 失 引 当 金 152
そ の 他 49,918

固 定 負 債 389,505
社 債 80,000
長 期 借 入 金 275,200
繰 延 税 金 負 債 135
利 息 返 還 損 失 引 当 金 22,810
債 務 保 証 損 失 引 当 金 128
資 産 除 去 債 務 1,101
そ の 他 10,129

負 債 合 計 610,366
純資産の部

株 主 資 本 280,765
資 本 金 35,920
資 本 剰 余 金 91,760
利 益 剰 余 金 172,747
自 己 株 式 △19,662
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 9,417
その他有価証券評価差額金 9,417
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0
非 支 配 株 主 持 分 520
純 資 産 合 計 290,704
負 債 純 資 産 合 計 901,070
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連結損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（百万円）

科 目 金 額
売 上 収 益 220,832
売 上 原 価 42,499
売 上 総 利 益 178,332
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 163,022
営 業 利 益 15,310
営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 265
雇 用 調 整 助 成 金 615
そ の 他 374 1,255

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,243
そ の 他 714 1,958

経 常 利 益 14,607
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,539
雇 用 調 整 助 成 金 878 3,418

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,574
減 損 損 失 233
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,110
感 染 症 関 連 費 用 7,746
そ の 他 260 12,924

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,101
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,527
法 人 税 等 調 整 額 △9,684 2,843

当 期 純 利 益 2,257
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △69

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,327
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貸借対照表（2021年３月31日現在）
（百万円）

科 目 金 額
資産の部

流 動 資 産 327,515
現 金 及 び 預 金 26,176

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 298,077

そ の 他 3,294

貸 倒 引 当 金 △32

固 定 資 産 424,024
有 形 固 定 資 産 1,369

建 物 14
構 築 物 1
車 両 運 搬 具 13
器 具 備 品 1,325
建 設 仮 勘 定 14

無 形 固 定 資 産 62

投 資 そ の 他 の 資 産 422,591

投 資 有 価 証 券 36,837

関 係 会 社 株 式 382,414

関 係 会 社 出 資 金 65

繰 延 税 金 資 産 2,994

そ の 他 279

資 産 合 計 751,539

科 目 金 額
負債の部

流 動 負 債 188,125
短 期 借 入 金 97,700
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 30,000
関 係 会 社 短 期 借 入 金 58,665
未 払 金 461
未 払 費 用 468
未 払 法 人 税 等 238
預 り 金 190
賞 与 引 当 金 309
株 式 給 付 引 当 金 54
そ の 他 37

固 定 負 債 355,267
社 債 80,000
長 期 借 入 金 275,200
そ の 他 67

負 債 合 計 543,392
純資産の部

株 主 資 本 198,668
資 本 金 35,920
資 本 剰 余 金 91,307

資 本 準 備 金 91,307
利 益 剰 余 金 91,102

利 益 準 備 金 8,980
そ の 他 利 益 剰 余 金 82,122
オープンイノベーション促進積立金 520
繰 越 利 益 剰 余 金 81,601

自 己 株 式 △19,662
評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,479
その他有価証券評価差額金 9,479
純 資 産 合 計 208,147
負 債 純 資 産 合 計 751,539
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損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 21,202
営 業 費 用 7,105
営 業 利 益 14,097
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,963
受 取 配 当 金 255
そ の 他 151 2,371

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,176
投 資 事 業 組 合 運 用 損 167
そ の 他 319 1,662

経 常 利 益 14,805
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,912 1,912
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,110
そ の 他 68 3,179

税 引 前 当 期 純 利 益 13,538
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,009
法 人 税 等 調 整 額 208 1,217

当 期 純 利 益 12,321
※本連結計算書類および計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
株式会社　丸井グループ

取締役会 御中
２０２１年５月１０日

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 尚 明 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 葉 達 哉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社丸井グループの2020年４月１日から
2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社丸井グループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

　



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

46

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
株式会社　丸井グループ

取締役会 御中
２０２１年５月１０日

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 尚 明 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 葉 達 哉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸井グループの2020年４月１
日から2021年３月31日までの第85期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第85期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
　
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、インターネット等を経

由した手段も活用しながら、取締役、執行役員、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月12日

株式会社 丸井グループ 監 査 役 会
常勤監査役 川 井 仁 ㊞

常勤監査役 布 施 成 章 ㊞

社外監査役 高 木 武 彦 ㊞

社外監査役 鈴 木 洋 子 ㊞

以 上

　



ご参考

51

自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ
（会社法第165条第２項の規定による定款の定めにもとづく自己株式の取得）

　当社は、2021年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定にもとづき、自己株式取得に係る事項について決議いたしましたの
で、下記のとおり、お知らせいたします。

記

１. 自己株式の取得をおこなう理由
　当社グループでは、2026年３月期を最終年度とする５ヵ年の中期経営計画において、小売、
フィンテックに「未来投資」を加えた新たな三位一体モデルの推進により、さらなる企業価値の
拡大をめざしております。資本政策において、小売は定借化にともない安定化も、自己資本比率
は依然として高い水準のため、この余剰資本を再配分し、自己資本比率25％前後を目標にバラン
スシートの見直しをすすめます。また、５年間の基礎営業キャッシュ・フローを有効活用し、未
来投資を含めた成長投資、資本最適化、株主還元に配分します。このうち資本最適化に向けた対
応として、中期経営計画期間中に500億円の自己株式取得をおこない、今期中に300億円を取得
する予定です。下記内容は、以上の考え方のもと決議したものです。

２．自己株式の取得に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類

・普通株式

（２）取得し得る株式の総数
・1,800万株を上限とする
（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合8.40％）

（３）株式の取得価額の総額
・300億円を上限とする

（４）株式の取得期間
・2021年５月13日より2022年３月31日まで

以 上
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各評価の詳細やその他評価等は
ホームページにてご覧いただけます。
www.0101maruigroup.co.jp/ci/award.html

ＥＳＧ関連の主な外部評価（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

小売分野で世界１位を
　 獲得しWorld Indexに

３年連続で選定

　GPIFの３つのESG指数に
　４年連続選定

　「The Sustainability
Yearbook 2021」の

　「Gold Class」に
　認定

 「S&P/JPXカーボン・
　エフィシエント指数」の
　構成銘柄に選定

　ＣＤＰ
 「気候変動Ａリスト」
　企業に３年連続で認定

 「健康経営銘柄2021」に
　４年連続で選定

 「なでしこ銘柄」に
　４年連続で選定

　



　


